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ゲーム制作における知財信託に関する考察
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る。仮に開発費を 10 億円として回収を図るには、ゲームソフトの価格を 5,000 円に設定して
も、単純計算で 20 万本の売上が必要となる。メディア代やパッケージ費用などはもちろん、
ゲーム機会社へのライセンス料や販促費用、流通経路に乗せるための中間マージンを売上の





































































（出所）井上聡編著「新しい信託 30 講」208 頁をもとに筆者一部修正 
６．知財信託を適用した場合の問題点と解決案 
 上記のとおり、知財信託は知財の効率的かつ適正な管理処分を可能とさせるものとして、
実務上極めて期待が大きいものであるが、知財法制との関係を考えてみると、以下に挙げる
ような、解決を必要とする問題点が存在している。 
第１に、作品としてのソーシャルゲームは、ネットワークを通じて配信されることを前提
とすると、配信先の地域が国内のみに留まらないため、半ば必然的に外国における知財法制
度との関係が問題となりうる。また、課金アイテムの購入等による国境を越えた商取引も発
生しうることから、知財法制度の枠を超えて商取引法や消費者法との関係も問題となりうる。
この点については、現行の法制度の中で合理的かつ妥当な基準が全ての局面で示されている
わけでないため、基本的に契約によって全ての問題を解決する必要があり、信託財産の管理
処分権限を有する受託者の職責が、その分かなり重いものとなっていくことが避けられない。 
 第２に、著作者人格権の問題も、無視することができない。信託関係によっては、信託関
係当事者の中に著作者が含まれていない形態のものもあり、そのような場合には、信託関係
における「管理処分」の具体的な合意内容と、著作者の意思とが常に合致するとは限らない。
また、コンシューマーゲームのように倫理審査が必須でないことから、成年向けとされるゲ
ームも多く、性的表現あるいは暴力的表現としての度合において法律や条例などで発売が差
し止められる、あるいはゲームにおける各種表現に修正・改変が加えられるといったリスク
も少なくない。前述のようにインターネットを通じた全世界的な配信の場合には、配信され
る作品の内容が特定の法域ないし文化圏において深刻な問題を引き起こす恐れがあるため、
受託者の合理的な判断において著作者の意思と異なる内容の変更等を認めるべき否かが、具
体的な問題点として生じてくる。この問題については、一旦信託関係が成立した後において
は、信託財産の管理処分権限が受託者に排他的に帰属し、受託者は信託目的達成のため合理
的に行動することが求められる以上、受託者の判断が信託目的との関係で合理的であると認
められる限り、著作者人格権に抵触する恐れのある行為であっても、著作者に対する損害賠
償等の責任を免れることができると予測されるが、状況によっては、異なる結論が導かれる
場合もありえないではない。 
第３には、著作権の信託は、信託の対象となるゲームソフトの著作権が成立していないと
利用できず、開発が完了していなければならない。開発している期間に必要となる資金につ
いては、著作権担保融資も含めて著作権を利用した資金調達は困難である。対応策として製
作委員会を作成し、製作委員会を構成する各企業が持つ共同事業収益分配請求権を利用して、
著作物完成前の資金調達を行うなどが考えられる。 
７．今後における議論の方向性 
 知財信託に関しては、本発表でごく一部を指摘しただけでも、多くの問題点が未解決のま
ま山積しているのが実情である。これらの問題は、知的財産の問題として考えていくか、信
託の問題として考えていくかによって、理論上も実務上も大きく解決の方向性が異なるもの
である。従って、知的財産、信託の両者の方面からの今後の議論の発展が強く望まれる。 
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